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確 率的 フ ロンテ ィアモデル に よる

生産 効率性 のパ ネルデ ータ分析
一 わが国電気事業送 ・配電ネットワーク部門の計測一

後 藤 美 香

初稿受付日

レ フ ェ リー 付 き論 文

2002年4月1日 採 択決 定 日 2002年11月27日

本 論文 は,わ が国9電 気事業 者送 ・配 電部門 に関 す る1981年 か ら1998年 の 年次 パ

ネル デ ー タ を用 いて,CES関 数 に基 づ く確 率的 費 用 フ ロンテ ィア システ ム を推 定

し,生 産効 率性 の分析 を行 うこ とを目的 とす る。費 用 フ ロンテ ィアの推計 か ら,技

術 非効 率性 お よび配分 非効 率性 の計 測 を行 う とと もに,そ れ らが要素 需要 お よび 費

用 全体 に与 え る影 響 度 を分 析 す る。 計 測結 果 よ り,全 事業 者平均 で技 術非 効 率性 は

約11%,そ れ に よる費用増 加 は約12%で あ るこ とを確 認 した。 また,資 源 配分 に関

して は,全 事業 者で労 働 に対す る資 本 の相 対的 な過大 使用 が計測 された。 配分 の非

効 率性 か ら生 じてい る費用 の増 加水 準 は,平 均 で約5%で あ り,技 術 非効 率性 の影

響 度 に比較 して小 さい。 同様 に,事 業者 間 の効 率性格 差 に関 して も,配 分 非効 率性

が費用 に与 え る影 響 の格差 は相対 的 に小 さ く,技 術非 効率性 が総 費用 効率 性 の事業

者 間格差 を説明 す る主 要 な要因 とな って い る。

キ ーワ ー ド 生産 効率 性,確 率 的 フ ロ ンテ ィア モデル,電 気事 業

1.は じ め に

1990年 代以降,電 力産業の自由化は世界的な潮流 となってきた。欧米では,イ ギリス,北

欧諸国,ア メ リカなど,わ が国に先駆けて規制制度改革を行った国において,自 由化後の様々

な経過状況が観察されるようになってきてお り,現 在 も更なる議論 と改革が進められている

ところである。このような自由化の動 きはわが国の場合 も例外ではない。1995年 の電気事業

法改正による卸電力市場の一部競争導入に引 き続 き,2000年3月 からは,一 定の要件を満た

す大 口需要家が,そ れまでの地域独占体制の枠を越 えて,他 の一般電気事業者ない しは新規

参入事業者か ら,自 由に電力の供給を受けることが可能となった。

電気事業の機能は,大 きく分類 して発電,送 電,配 電,供 給の4つ の部門に分けられる。



2 第187巻 第5号

その うち,競 争導入による費用削減が可能な分野は,発 電部門 と供給部門であると考えられ

ている。一方,送 ・配電ネッ トワーク部門に関 しては,安 定供給 を損なわず効率改善を可能

にす るようなシステムを如何 にして維持 し得るのか,と いう問題が,生 産効率性分析の観点

も含めて議論 されている。 この問題は,今 後わが国においてさらに自由化が進展する場合,

産業全体の効率化のために検討すべ き重要な課題の1つ になると予想される。ところがわが

国においては,送 ・配電ネッ トワーク部門の効率性分析,と りわけ費用効率を実際に計測 し

た研究はほとんど存在せず,政 策議論以前に,参 考 とすべ き基礎的な分析事例が著 しく欠如
　

している状態である。そこで本研究は,わ が国電気事業送 ・配電ネ ットワーク部門を対象 と

した確率的フロンティアモデルによる生産効率性分析を行 うことで,そ の効率的運用に関す

る今後の議論に備え,参 照すべ き分析データおよびその解釈 を提供することを目的 とする。

わが国電気事業のネッ トワーク部門を対象 とした確率的フロンティアモデルによる効率性
2

の分析 は,鳥 居(2001)お よび服部(2000)が ある。両研究はいずれも技術効率性の計測 を

目的としており,資 源配分の歪みを考慮す る配分効率性,お よびそれらの費用への影響度は

分析 されていない。 しか しながら,経 営の効率性 を追及する環境下では,投 入要素と産出物

の物量関係のみに基づいて計測 される技術効率性の評価に加 え,そ れが費用に与える影響度

や,費 用効率性を構成する配分の効率性 も,吟 味すべ き重要な検討課題 となる。そこで,本

稿の生産効率性分析では,従 来の技術効率性の計測に加え,配 分効率性の計測を行い,さ ら

にそれ らが要素需要および費用 に及ぼす影響の程度について,個 別事業者に関する総合的な

評価 を行うことに分析の重点 を置 く。そのような分析を可能とす るため,事 業者の個票パネ

ルデータに,連 立方程式から成 る確率的費用フロンティアシステムを適用 して推定する手法
ヨ

を採用する。

本論文の構成は以下の とお りである。第2節 では,パ ネルデータを用いる場合の確率的費
る

用フロンティアシステムについて,計 測指標および推定方法の理論的な説明を行 う。第3節

では,実 証分析に用いたデータおよび推定結果の提示 を行う。第4節 で効率性指標の計測結

果 を示 し,そ の解釈について考察する。 まとめは第5節 で述べ る。

2.モ デ ル

2.1.CES生 産/費 用 関 数

技 術 非 効 率 と配 分 非 効 率 の 両 方 が 存 在 す る場 合,確 率 的 フ ロ ンテ ィア モ デ ル を用 い て技 術

非 効 率 と配 分 非 効 率 を計 測 し,そ の 費 用 へ の 影 響 度 を分 析 す る 手法 は,複 数 存在 す る。 例 え

ば,単 一 方 程 式 モ デ ル を用 い て 費 用 フ ロ ン テ ィ アの 推 定 を行 い,費 用 非 効 率 を技 術 非 効 率 と

配 分 非 効 率 に分 解 す る こ と は,KoppandDiewert(1982),Zieschang(1983),Mensah

(1994)ら が 提 案 す る方 法 に よ っ て理 論 的 に は可 能 で あ る。す な わ ち,技 術 効 率 的 で か つ 配 分
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効率的な要素需要量は,推 定された費用フロンティアから直ちに計算可能であり,ま た技術

効率的であるが配分非効率を含む要素需要量は,実 際の投入要素数量データを用いて,あ る

種の非線形連立方程式システム(な いしその線形近似)の 数値解か ら求めることができ,そ

れ らを利用 して費用非効率の分解 を行 うことが可能である。 しか しながら,こ の数値解析の

プロセスは,費 用の非負性 を満たさない可能性がある上に,要 素需要に配分非効率以外のノ

イズを許 さず,か つかな りの計算労力を要する。また,費 用のフロンティアの推定は,単 一

方程式モデル によるよりも,要 素需要関数 とのシステム推定の方が効率的である。

一方,ト ランスログ費用関数を推定する場合のように,費 用関数と要素需要関数の連立シ

ステムを推定するような場合,費 用関数の誤差項は技術非効率 と配分非効率の両方を含むた

め,こ れを分離することが問題 となる。これはまた,要 素需要関数の誤差項 と費用関数の誤

差項が,ど の ように関係 しているか とい う問題 で もある。 これがいわゆ るGreene問 題

(Greene,1980)で あるが,コ プ ・ダグラスやCESと いったselfdualな 生産関数 と要素需

要の連立方程式システムを推定することで解決できる。この場合,費 用フロンティア ・モデ

ル と異なり,生 産関数の誤差項には技術非効率のみが入 り,要 素需要関数には配分非効率の

みが入るというように,二 つの非効率が最初から分離 されている。 さらに,生 産関数の推定

値が得 られれば,そ れを用いてselfdualityに より費用関数を復元することができる。この結

果,費 用関数の中に技術非効率 と配分非効率がどの ように入るのかがexactに 分か り,そ れ
ら

そ れ の 非 効 率 の 費 用 に 与 え る影 響 を測 定 で き るの で あ る。

と こ ろが,ト ラ ンス ログ の よ う なselfdualで は な い 関 数 で は,生 産 関 数 モ デ ル を推 定 して

も費 用 関 数 は復 元 で きな い ため,こ の よ うな 方法 で はGreene問 題 は解 決 で きな い。トラ ンス

ロ グ 費 用 関 数 の 場 合 のGreene問 題 は,Kumbhakar(1997)が 費 用 関 数 の 誤 差項 の 中 で の 配

分 非 効 率 と技 術 非 効 率 のexactな 関係 を導 い た こ と に よ り解 決 され たが,こ の 関 係 は きわ め

て複 雑 な もの で あ っ て,実 際 に費 用 関 数 の 推 定 で 利 用 す るこ と は困 難 で あ る。

以 上 よ り,本 稿 で採 用 す るCES型 生 産 関 数 と要 素 需 要 関 数 の連 立 方 程 式 シ ス テ ム は,取 り

扱 い 可 能 な生 産 物 数 が 一 つ に制 限 され,投 入要 素 の 価 格 デ ー タ の み な らず 数 量 デ ー タ も必 要

に な る とい う点 で制 約 は あ る もの の,推 定 上 の 問題 で あ るGreene問 題 を構 造的 に回 避 す る

こ とが で き る こ とに加 え,技 術 非 効 率 と配 分 非 効 率 お よ び そ れ らの 費 用 へ の 影 響 度 を計 測 す

る 目的 を達 成 す る こ とが 可 能 な点 で,実 証 分 析 に適 した モ デル で あ る と考 え られ る。

本 研 究 で は,1(i=1,…,D企 業 のT(t=1,…,T)期 間 に わ た る観 測 デ ー タ か ら構 成 さ れ

るパ ネル デ ー タ を想 定 す る。 その と き,生 産 関 数 は 以 下 の とお り記 述 され る もの とす る。

yit=f(Xlit,x2it,_,XM't)・e`Ui.(1)

こ こ で)litは 企 業iのt時 点 に お け る産 出 物,x。it(n=L…,2V)は 企 業iのt時 点 に お け る

生 産 要 素nで あ る。 ま た,e'"・ は 技 術 非 効 率性 を捉 え る確 率 変 数 で あ り,Ui≧0で あ る もの
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とする。本研究では,確 率的な生産フロンティアにおける確定的部分(deterministickernel)

f(・)を,CES生 産関数で定式化する。また,本 研究では生産効率性 は時間的 に不変であると

仮定するが,個 々の企業の生産技術は計測期間を通 じて一定ではな く,生 産 フロンテ ィアの

シフ トを考慮するものとする。

したがって,規 模 に関 して収穫一定であり,技 術非効率性および生産フロンテ ィアのシフ

トを含むCES生 産関数は,以 下の とおり記述される。

1・…-r・ 一÷i・[尋 帽]・ 趣TD㎎ ・Vit-…:1]・ 。-1・(・)

こ こで,Vitは 通 常 の 意 味 の 誤 差項 で,E(Vit)=0,E(v2it)=協 と仮 定 す る。Tl)UM」,は 計 測

期 間 ブ=2,…,Tの 時 間 効 果 を表 し,次 の よ うに 定 義 さ れ る ダ ミー 変 数 で あ る。Tl)UM」,=1

forノ ≧t,TDUM,`=Ootherwise。 この 結 果,β,は ブ期 に お け る生 産 フ ロ ン テ ィア の シ フ トの

大 き さ を表 す 。

費 用 効 率性 お よび 配 分 効 率 性 を計 測 可 能 にす る た め に,SchmidtandLovell(1979)で 提

唱 され た 方 法 に基 づ き,パ ネル デ ー タ を用 い たCES生 産 関 数 の推 定 結 果 か ら費 用 フ ロ ン

テ ィア を回復 す る。 これ が 可 能 で あ る の は,CES生 産 関 数 がself・dualityを 有 して い るか ら

で あ る。 こ の よ う な手 法 は,費 用 フ ロ ンテ ィ ア を直 接 推 定 す る方 法 に比 べ,誤 差 項 の 定 式 化

を は る か に 簡 単 化 で きる とい う計 測 上 の利 点 を有 す る。先 行 研 究 で は,self・dualityを 利 用 で

き る 関 数 型 と し て コ ブ ・ダ グ ラ ス 型 生 産 関 数 を 使 っ た 費 用 フ ロ ン テ ィ ア の 計 測 が

Kumbhakar(1988)に よ り行 わ れ て い るが,CES型 生 産 関 数 を用 い るの は本 研 究 が最 初 で あ

る。

企 業iのt時 点 に お け る生 産 要 素nの 価 格 をw。itと して,(2)の 生 産 技 術 と所 与 の 生 産

量 の 下 で 費 用Cit=Σ ω。itX。itが最 小 化 され る もの と仮 定 す る。た だ し,d。iで 表 現 され る配 分
カ

非 効 率 性 が 存 在 し て,限 界 代 替 率 と要 素 価 格 比 は 等 し く な ら な い 。 す な わ ち,1つ の 生 産 要

素sを 固 定 して,

∂f/∂x。itω 。itd m
,n・=1,2,_.,N,n≠s,(3)コ ヘ ヨ

∂∫ノ∂κ舘 ω舘

が 成 立 す る と考 え る。娠 は,投 入 要 素 の 組 み 合 わせ κ、と κ.の 間 の 配 分 非 効 率性 を表 す 変 数

で あ る。

CES型 生 産 関 数(2)の 下 で は(3)は 次 の とお りで あ る。

ln(XSit
劣πゴ,)-1.,㎞(ま)・ 毒 ㎞(畿)・fidni・9・it・n-1・ … ・N・n≠ ・(・)

た だ し,こ こ で 費 用最 小 化 に伴 う非 効 率 以 外 の ノ イ ズ ξ。itを加 え た 。1;'。itは期 待 値 が0,共 分

散 行 列 は正 値 定 符 号 行 列 Σ に従 う確 率 変 数 で あ る もの とす る。 投 入 要 素 κ、が κ.に 比較 し
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て 過 大 使 用 の場 合,0〈d。i,過 小使 用 の 場 合d。i<0と な り,d。iニ0の 場合 にの み,配 分 非 効
　

率性が存在 しないことを意味する。パネルデータを用いることで,式(4)のd。iを 固定効果 と

してダ ミー変数により推定することが可能とな るため,確 率的誤差項 ξ。itと配分非効率性

d。iを分離 して計測することがで きる。一方,技 術非効率性Uiは,半 正規分布に従 うランダ
フ

ム効果 と仮定す る。

上記生産関数(2)と 費用最小化の一階条件式(4)の 連立方程式から,要 素需要関数は以下

の とお り算出される。

・・it-(
,。p(,壽 ≒、,.Ui)).σ σ

・編9・ ・p(d。 、)一・exp(9,it)一'(;・ 繍oexp(d・i)'一 σexp(9・it)了)π ・(5)

n=1,...,ハ1,

こ こ で,σ ・1/(1+p)で あ る。 た だ し,x、 は 配 分 非 効 率 性 計 測 の基 準 とな る投 入 要 素 で あ る

た め,し た が ってd。i=0と して い る 。(5)式 よ り費 用Cit=Σ ωnitκnitを再 現 す る と,次 の 費
π

用関数を得る。

C…;w…X・it-(
。xp(,。ll'liJ:':'iiltvit-ui))

(;・ 締 ・exp(・ 。・)一・exp(…t)一')(ζ 幅 σexp(d・i)1一 σe・p(・ ・it)(1'o'/a)01`1一σ'・(・)

n==1,...,N.

2.2.効 率性指標

まず,あ らためて配分効率性指標 をAE。i=exp(d。i),技 術効率性指標 をTE,=exp(-Ui)

と定義する。TE`は0<TE,≦1で 大 きいほど効率的,・4瓦 は0<AE,で1に 近いほど効率

的である。

次に,配 分非効率性が存在 しないと仮定 した場合(d。i=0の 場合)の 効率的要素投入量に

比較 して,実 際の要素投入量がどの程度乖離 しているのかを示す比率指標R。iを,個 々の要

素ごとに定義する。すなわち,ま ず(5)を 要素価格の企業別期間平均値(ab。i)と ノイズの平

均値(ξ 。it=0)で 評価 し,配 分非効率が存在する場合の企業別平均要素需要 編 を求める。

次いでさらに配分非効率がない場合(d。i=0の 場合)の 最適値を求め 膓 とし,

礁 還農 ギ ー(・)
とする。変数の上付 きバーは時間平均 を表す ものとする(以 下同様)。

次に,技 術非効率性お よび配分非効率性がネットワーク部門の費用にどの程度の影響を及
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ぼ しているのかを計測する。式(6)よ り,exp(Ui)は 技術非効率性が費用に与える影響度を

表す部分であ り,

(;・ 瀦 ・・p(d・ ・)Jaexp(9…)'1)お よ び(;・9ω 溜 ・xp(d。i)'一 σexp(9,・t)a-a)/o)af`1-a)

は配分非効率性の費用への影響度 を捉 える部分であることが分かる。そこで,比 率指標R。iの

場合 と同様 に,(6)に ついてもCitを 要素価格の企業別期間平均値(Cb。i)と ノイズの平均値

(ξ。itニ0)で評価 して,技 術非効率性および配分非効率性が存在する場合の企業別平均費用C,

を求める。さらに,技術非効率性 も配分非効率性 も存在 しない最適な場合(Ui=0お よびd。i=

0の 場合)の 最小費用 を求めC言 とすれば,企 業別の最小費用に対する実績費用の比率は,

妾 卿 ・(ζ・緋 σ礁 σ)(ζ・繍 σ朋 浸∫σ)σ'α一の(8(羽「・δの(導δ繍 ・)σ'`1『の')
π π

と な る 。 こ こ で,

Ei,
CR「ず・(9)

CTEi=TEi1,(10)

(ζ・窪勿灘 の(多 ・蹴 鴫 σ)o/11-o)C
瞬(

ζ調(;・ 副 …'(11)

とす る。 こ の 結果,

CRi=CTEigCAIEi,(12)

で あ り,総 費用 効 率 性 指 標CR`は,技 術 非 効 率性 が 費 用 に与 え る影 響 の 測 度CTE,と,配 分

非 効 率性 が 費 用 に 与 え る影 響 の 測 度C4E,の 積 で 表 され る。

2.3.推 定 方 法

最 尤 法 を 適 用 し て 係 数 を推 定 す る た め,確 率 変 数 の 分 布 に 関 して,(i)砺 ～iidlv(o,09v>,

(ii)asiAviid!>+(o,磯),(iii)ξ 。it-viid2>(o,Σ),(iv)Ui,Vit,ξ 。itは 互 い に 独 立,か つ 説 明 変 数

　

と も互 い に独 立 で あ る,を 仮 定 す る と,式(2)と(4)の 連 立 方 程 式 に関 す る対 数 尤 度 関 数ln

Lは,γ 。,p,6.β ゴ,λ,θ に 集 約 した集 約 対 数 尤 度 関 数 と して,以 下 の(13)の とお り記 述 す

る こ とが で き る。た だ しこ こで,2V+(O,σ 易)はN(0,σ 護)を 縦 軸 で切 断 した半 正 規 分 布 を意 味

し搬 関数は 姻 一毒 ・断 銑)で ある・導出過程の詳細は晩曲 一

Lovell(2000)pp.172-173を 参 照 され た い。 た だ し,そ こ で は コブ ・ダ グ ラ ス生 産 関 数 を用

い た説 明 を行 って い るの に対 して,本 稿 で はCES生 産 関 数 を適 用 して い る点 に注 意 を要 す
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る。 さらに本稿では,計 測に際 して係数の初期値の探索を効率的に行 うため,0<λ<1と い

う明確な範囲条件 を有す る係数 λを含む形 に,集 約対数尤度関数を変形 している。

1・・一・・n・ね・・…1・ …1・ ・一÷ θ2苧(εi'Aεi)

・写1・φ(・・)一音 ・・1・1麺 ・・麓'卜

(13)

た だ し こ こ で,λ=σ./σ3+Tσ3,θ=1/σ,,A=1T-(1/T)・(1一 λ2)・et',

εi=(εil,_,εiT)'=Vit-`Ui,i=1,_,1
,`τ ×1=(1,_,1)',α ゴ=一(θ/VTT)・ne。 Σ εit,i=1,_,1,

'

Φ(・)は標準正規分布の分布関数である。また,嬢 は ξ.πの分布に関連 して

Σ・瀞 多・隷 と記述する・と・・よ槻 れる項であり・以下のとおりである(記 述のた

め こ こ で はs=1と し た)。

(1nκ1ジ1nκh)一(lnx2it-ii・rEi・)+(1+ρ)-1{(lnwii「lnω1、)一(lnω2i、-inω2i)}

gf芦=(lnxlit-lnxii}一(lnκni「lnxni)+(1+ρ),1{(lnwlit-inzσh)一(lnωnit-lnevnt)}.(14)

(lnxiit-lnxii)一(lnxNit-lnxN、)+(1+ρ)『1{(lnω 」i,-lnwii)一(lnωNi,-lnωNi)}

こ こ で,g。it=(lnxiit_lnxli)一(lnx,it-lnx。i),h。it=(lnωiitrlnwii)一(lnω 。it-1nω 。i)と す る

と,(1>-1)×(N-1)行 列(1/1T)Σ Σ9Jz計 のm行n列 要 素 は 以 下 の と お り に な る 。
ごt

毒{写 多晒 ・(1・・岬 ・m・・h,it・橘 ・)・(1・・)一・II.:;1]・。・,h。・,1・(15)

前 述 の と お り,集 約 対 数 尤 度 関 数 を(13)の よ う に記 述 す る こ とは,0〈 λ<1と な る性 質 を有

して い る ため,推 定 上 都 合 が 良 い。 尤 度 関 数 の 最 大 化 は,TSPバ ー ジ ョ ン4.5のMLコ マ ン

ドを利 用 し,非 線 形 数 値 解 法 を二 段 階 適 用 して 行 っ た。 す な わ ち,第 一 段 階 で は λ と θを予

め 与 え て,他 の係 数 につ い て 尤 度 関 数 を最 大 化 す る。 続 く第 二 段 階 で は,第 一 段 階 の推 定 結

果 の うち,最 大 尤 度 を 得 た推 定 値 を初 期 値 と して 与 え,λ お よび θを含 む 全 ての 係 数 につ い

て 尤 度 関 数 を最 大 化 す る こ とで,最 終 的 な最 尤 推 定 値 を求 め て い る。

第 一 段 階 につ い て も う少 し具 体 的 に記 述 す る と,以 下 の とお りで あ る。まず,0<λ<1と な

る こ とか ら,λ を0.01か ら0.97ま で0.03ず つ 動 か して33通 りに刻 み(0。01,0.04,…,O.97),

同様 に0も0.01か ら0.97ま で0.03ず つ33通 りに刻 ん で,(33×33)の1089の 格 子 点 を 設定 し,

各格 子 点 に つ い て,与 え られ た λ と θの 下 で 尤 度 を最 大 化 す る。 さ ら に,λ と1/θ につ い て

も0.01か ら0.97ま で刻 ん で,同 様 の1089の 格 子 点 を 設 け て,各 格 子 点 の 上 で 尤度 を最 大 化 す
　

る。 これ らの結果,最 大の尤度を与える格子点 を第二段階のための初期値 とした。

集約対数尤度関数(13)を 最大化 して得 られる最尤推定値から,配 分非効率性要素d。iの 推

定値 を求めるには,(4)よ り得 られる以下の関係式 を利用する。
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dni=(1+β)・1n(xsi/xni)-ln(δs/δn)-ln(ωni1ωsi>tn=1,...,N,n≠s.(16)

こ こ で,は 最 尤 推 定 値 を表 す 。 さ ら に,技 術 非 効 率 性 の 計 測 はJondrow,Lovell,Materov

andSchmidt(1982)の 方 法 を用 い る 。 す な わ ち,uiの 条 件 付 分 布(uilεit)は,

μ*i-一 一(1/T)・(1一 λ2)・ Σεitお よ び4=(11T)・(1一 λ2)・(1/θ2)と し た 場 合,N'(μ*i,σ わ
ゴ

とな る。 そ こ で,次 の よ うに 記 述 され る(u、1ε、t)の条 件 付 期 待 値

E(u・1Eit)一・・[弩 ・器lllil舞i1・(17)

に最尤推定値 を代入 して,観 の点推定値 として用いる。ただ し,φ(・)は 標準正規分布の密

度関数である。

3.デ ータおよび推定結果

分析 に使用 したデータは,わ が国の垂直統合型電気事業者9社 の送 ・配電ネッ トワーク部

門に関する1981年 から1998年 の18期 間パネルデータである。データセッ トは,投 入要素であ

る労働,資 本の各数量および価格データと,産 出物数量データにより構成 される。まず,投

入要素に関 しては,労 働価格は従業員給与 を従業員数で除して算出 した。各社の委託関係費

を調整するため,算 出された労働価格で委託関係費を除することにより人数換算 し,そ れを

従業員数に加えて考慮 している。資本価格は資本費を資本ス トックで除 して計算 した。資本

費は送 ・配電ネットワーク部門資本設備 に係わる減価償却費,修 繕費,支 払利息の合計 とし

て定義 した。ただ し支払利息は,企 業全体の設備取得原価に占めるネ ットワーク部門の設備

取得原価の比率により按分 している。資本ス トックの計測に関してはCowing,Stevenson

andSmal1(1981)の 方法に従った。すなわち,基 準年における資本ス トックデータを帳簿価

額から一定の方式に従い時価換算 し,そ の後毎年の実質純投資額データを恒久棚 卸法 により

積み上 げたものを使用 している(資 本ス トックデータ作成の詳細 は文末補論に記述する)。産

出物は,電 灯および電力の使用電力量の単純和で計測 している。さらに,事 業者が自らコン

トロールす ることが不可能な環境変数が,生 産に与える影響を捉えるために,電 力使用量比

率(電 灯電力使用電力量合計に対する電力使用量の比率)と,高 圧送電線比率(送 電線亘長

合計に占める187kV以 上の高圧送電線亘長の比率)を,生 産関数(2)の 説明変数に追加 し

た。データ出所 は,通 商産業省資源エネル ギー庁公益事業部監修(た だ し平成13年 版 より経

済産業省資源エネルギー庁電力・ガス事業部監修)「 電気事業便覧」及び各社の 「有価証券報

告書」を元に加工作成 したものである。表1に,推 定に使用 したデータの事業者別平均値,

最大値,最 小値の統計量 を示す。
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表1:使 用 デ ータ記 述統計(1981年 か ら1998年 の 平均値,最 大値,最 小値)

デ ー タ 労 働 資 本 環境変数 産出物

事業者 人員 価格 資本 ス トック 価格 電力使用量 高圧線比率 電灯電力使用量
単 位 人 百万円 指数 指数 比率% % 合計GWh

平均 2936 6,370 6.95 12.13 65.27 25.66 20532

北海道 最大 3172 8,533 10.82 17.16 69.37 27.78 27063

最小 2361 4,473 3.68 7.71 62.31 22.10 16383

平均 6170 6,867 16.89 12.56 71.51 12.59 52181

東 北 最大 6913 9,082 28.33 17.07 73.69 13.62 69057

最小 5679 4,831 8.24 9.19 69.60 10.63 37713

平均 18954 7,366 78.02 12.06 72.0工 18.13 205310

東 京 最大 19639 9,285 126.36 15.56 73.61 19.54 267047

最小 18091 5,137 36.37 8.25 69.67 16.60 136059

平均 8304 6,939 29.28 11.68 77.79 14.89 93341

中 部 最大 8622 8,694 51.24 14.54 80.29 18.01 118168

最小 8077 5,118 12.73 7.96 74.60 13.06 65534

平均 1887 6,549 4.73 12.15 78.57 10.63 20285

北 陸 最大 2067 7,904 8.22 15.07 81.88 12.34 24487

最小 1751 4,629 2.52 8.59 74.47 9.13 15918

平均 10709 6,963 35.09 11.39 73.02 23.99 113198

関 西 最大 11280 8,633 56.04 16.45 75.88 24.71 138818

最小 9932 4,769 17.47 7.29 69.39 2228 83187

平均 5328 6,109 13.35 12.05 73.96 18.44 41748

中 国 最大 6072 7,949 23.18 15.75 78.08 21.86 51612

最小 4606 4,390 6.62 8.01 70.24 ユ5.30 33099

平均 2680 6,500 6.71 11.17 70.26 35.89 19624

四 国 最大 2908 8,157 10.19 15.74 76.25 37.81 24595

最小 2308 4,903 2.96 7.60 66.10 32.75 16149

平均 7222 7,532 19.83 12.18 68.95 25.76 53949

九 州 最大 8303 9,610 32.42 16.83 71.48 28.88 72025

最小 6655 5,236 8.37 7.69 66.80 23.57 39220

総平均 7132 6,799 23.43 11.93 72.37 20.67 68907

注)電 力使用量比率・電力使用量/電 灯電力使用量合計

高圧線比率=187kV以 上送電線亘 長/送 電線亘 長合計

確率的費用フロンティアシステムによる係数推定結果は以下の表2の とおりである。



表2費 用 フ ロ ンテ ィア システ ム推 定結 果

係数
推定値

(標準偏差) 係数 推定値
(標準偏差)

γo
一〇

.5185 β2
一〇

.0485

(0.4585) (0.0218)寧

ρ 0.0577 β3
一〇

.0046

(0.0184)林 (0.0223)

伽 0.2875 β4
一〇

.0151

(0.0554)** (0.0220)

価 παζ 1.5679 β5
一〇

.0094

(0.3857)*串 (0.0221)

1玩 艀 一〇
.1611 β6

一〇
.0645

(0.0422)聯 (0.0227)躰

λ 0.0789 β7 0.0025

(0.0228)林 (0.0222)

θ 21.6509 β8 0.0014

(1.2487)*寮 (0.0224)

σワ 0.0462 β9 0.Ol38

(0.0027)窄 串 (0.0222)

σ艇 0.1375 βユ。 0.0432

(0.0388)紳 (0.0222)

βu 0.0071

(0.0220)

β12
一〇

.0268

(0.0222)

β、3
一〇.0267

〈0.0223)

β、4 0.0268

(0.0223)

β15 0.0093

(0.0221)

β16
一〇

.0252

(0.0222)

β17
一〇.0015

(0.0222)

β18 0.0080

(0.0223)

注)サ ンプ ル 数162,対 数 尤度801.064。 標 準 偏 差右 肩 の**お よび*は 、それ ぞ れ有 意水 準1%と5%で 推

定係 数 が 有 意 で あ るこ とを示 す。Hb4RGE:電 力 使 用量 比 率,HIHIσHV:高 圧 送 電 線比 率 。
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推定結果は,ま ずタイムダミー項以外 について見 ると,定 数項の γ。以外は全て有意水準

1%で 有意 である。生産 フロンテ ィアの シフ トを捉 えるために導入 したタイムダミー項の

β.,ブ=2,…,18は,β2が5%で,β6が1%で それぞれ有意であるが,そ れ以外は有意に推

定されていない。 しか し,係 数は期によってプラスの場合 とマイナスの場合が見受けられ,

フロンティアのシフ トが一様ではない可能性 を示 している。生産関数の一般的性質,す なわ

ち生産要索に関 して単調増加関数および凹関数であることは,exp(γ 。)>0,0く δn<1,n=

LA,K(た だ しここでLAは 労働,Kは 資本),-1<ρ により満たされている。また,係 数

ρの値は小 さいものの有意に推定 されていることか ら,こ の場合コブ・ダグラス型関数は棄却

され,要 素間の代替に関する制約を緩和 したCES型 生産関数が採用されることを示 してい

る。確率変数Vitお よびUiの 分布(第2.3節 の第一段落に記載)に 係わる標準偏差係数 σvお

よびtruの 非負性 に関 しては,推 定結果において θ>0が 満たされているため σv>0は 自明

であり,σ。>0は その定義式および0<λ<1の 範囲条件が推定結果において満たされている

ことから保証 される。θと λの推定値から計測される σvと σuの推定値は,表2の 二重線下

に記載 している。いずれ も有意水準1%で 有意であ り,σ。は σvの3倍 程度である。環境変

数 として生産関数に考慮 した電力使用量比率と高圧送電線比率に関する係数 は,そ れ ぞれ

HLARcEとHmcHvと して記述 している。前者がプラス,後 者がマイナスで,い ずれ も有意に推

定 されている。 これはすなわち,発 電 した電力を低圧 に落 として供給を受けるため配電用設

備を必要とする家庭用需要 と異なり,比 較的高圧のまま電力の供給 を受けることができる大

口の需要比率が高いことは,人 的資源の投入および設備投資負担の節減 を可能 とするため,

生産効率に正の影響 を及ぼす一方で,高 圧送電線に代表 される長距離敷設の大規模投資が多

いことは,投 資に多 くの資源 を必要 とすることから,生 産効率に対 して逆に負の影響 を及ぼ

すことを示 している。

4.計 測結果の解釈 と含意

本節では,推 定された係数を用 いることにより得 られた効率性指標 を提示 し,結 果の解釈

を行 う。まず,効 率性指標の一覧 を表3に 示す。

技術効率性(TE)は,9社 問で最 も低い中部電力の0.811か ら,最 も高い四国電力の0.988

まで,約0.18ポ イントの格差が見 られる。全社平均では0.894と,約11%の 技術非効率性の存

在が確認できる。 また,こ の技術非効率性がどの程度の費用 を増加 させているのかを示す指

標,す なわち技術非効率性を除いた場合の費用に対する実際費用の比率であるCTEは,四 国

電力の1.3%か ら中部電力の23.3%ま で,技術非効率性の水準 に比例 してかな りの事業者間格

差が見 られる。全社平均では12.5%の 費用増加が,技 術非効率性によって もたらされている

ことが分かる。



表3効 率性指標

事業者名およ
技術効率性に関連

する指標
配分効率性に関連する指標 総費用

効率性
ぴ効率性指標 盟 C7E 、4Eκ R胡 Rκ G4E CR

北海道電力 0,914 1,094 0,538 0,664 1,192 1,035 1,133

東 北 電 力 0,916 1,091 0,483 0,619 1,230 1,048 1,144

東 京 電 力 0,815 1,227 0,355 0,506 1,347 1,096 1,345

中 部 電 力 0,811 1,233 0,416 0,561 1,286 1,070 1,319

北 陸 電 力 0,985 1,016 0,523 0,651 1,203 1,039 1,055

関 西 電 力 0,944 1,059 0,450 0,591 1,257 1,058 1,121

中 国 電 力 0,852 1,174 0,491 0,625 1,224 1,046 1,229

四 国 電 力 0,988 1,013 0,574 0,693 1,171 1,029 1,042

九州 電 力 0,823 1,216 0,559 0,681 1ユ81 1,031 1,254

平均値 0,894 1,125 0,488 0,621 1,232 1,050 1,182

注)TE:技 術効率性指標(0くTE≦1)

CTE:(実 際費用)/(技 術非効率 を除いた場合 の費用)

AEκ:配 分効率性指標(0〈AEκ)

RLA:労 働投入量の実際 ・最適比率(加/癒)

RK:資 本投入量の実際 ・最適比率 僑鋸頑)

CAE:(実 際費用〉/(配 分非効率を除いた場合の費用)

CR:(実 際総費用)/(技 術お よび配分非効率 を除いた場合の総費用)

次に,労 働に対す る資本の配分非効率性指標 ・4Eκ=exp(dκ)を 表示 している。0〈AEκ<1

となる場合,労 働に対する相対的な資本の過大使用を意味する。本研究では,全 ての事業者

において資本の過大使用が計測 された。この値が0に 近づ くほど,資 本は相対的に過大にな

る。個別 には,資 本の過大の程度が最 も大 きく出ている東京電力の0 .355か ら,最 も低い四国

電力の0.574ま での間に分散 してお り,全 社平均では0.488で あった。これらの値 を用いるこ

とにより,各 事業者 について,投 入要素の実際/最 適比率であるR.(労 働)とRκ(資 本)

を計測することがで きる。計測結果は,資 本の過大の程度が最 も高い東京電力で,そ れぞれ

0.506(R.)と1.347(Rκ)で あり,過 大の程度が相対的に最 も低い四国電力では,0 .693

(R.)と1.171(Rκ)で あった。これはすなわち,例 えば後者の場合,配 分効率的な投入要素

量に比較 して,労 働は約31%過 小使用,資 本は約17%過 大使用であることを示 している。全

社平均では,R,.,は0.621,Rκ は1.232と,労 働が約38%過 小使用,資 本は約23%過 大使用で

あることが示された。

この ように,個 別の投入要素数量でみた最適値からの乖離度は大 きく出ているが,労 働の

過小使用と資本の過大使用は,費 用の測度でみた場合,互 いに相殺 し合う。そのため,配 分

非効率によってどの程度の費用増加が生 じているのかを示す指標,す なわち配分非効率性を

除いた場合の費用に対する実際費用の比率であるCAEは,物 的な労働お よび資本それぞれ
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の過小ない し過大使用の程度ほどには大 きくならない。例 えば,最 も非効率性の大 きい東京 ・

電力でも9.6%,最 も低 い四国電力では2.9%で ある。全社平均では5.0%で あり,技 術非効率

性による費用への影響度(平 均で12.5%)に 比較 して7.5%ポ イン ト小さい。

次に,CAEに 関する個別事業者の特徴 をもう少 し詳 しく見てみる。相 対的に配分非効率が

大 きく出ているのは,大 都市圏を供給地域に擁す る大規模3事 業者であり,非 効率の大 きい

順に,東 京(9.6%),中 部(7.0%),関 西(5.8%)の 各電力会社であることが分かる。この

ような傾向は技術非効率に関 してはそれほど顕著ではな く,配 分非効率特有のものである。

その要因として,こ れらの事業者は3大 都市圏に電力 を供給 してお り,他 の事業者 に比較 し

て,必 然的に資本設備投資が過大 にならざるを得ないという事情があると推察 される。すな

わち,こ れ らの事業者は,需 要密度の高い供給地域を有するという特殊要因により,高 密度

の配電線網の敷設,立 地制約の厳 しさか ら生 じる電源の遠隔化に対応する大規模な送電設備

建設,都 市部の景観保持のための電線の地中化,な どに関連する多大なネ ットワーク設備投

資が必要 とされる。その結果,資 本の限界生産力を上回る高い資本費用 を負っていることが,

相対的に大 きな配分非効率性を惹起する要因になっていると推測 される。

最後に,技 術非効率性 による費用増加(CTE)と 配分非効率性による費用増加((;AE)を

総合 した,総 費用非効率性 による費用増加効果(α ～)を確認する。表3に 示 されるとお り,

最 も非効率の大 きい東京電力が34.5%,続 いて中部電力の31.9%お よび九州電力の25.4%で

あ り,最 小は四国電力の4.2%で ある。全社平均では,18.2%の 費用非効率の存在が確認でき

る。技術非効率性 と配分非効率性のうち,ど ちらがより多 く総費用非効率に影響 を及ぼ して

いるかについては,北 陸電力 と四国電力 を除 く9社 中7社 で,技 術非効率性の影響が大 きい。

同様 に,指 標における事業者間の格差 という面か らも,技 術非効率性の格差が配分非効率性

のそれに比較 して相対的 に大 きく出ている。すなわち,個 別事業者問の比較では,技 術非効

率性 による費用増加が最大(中 部電力の23.3%)と 最小(四 国電力の1.3%)で 約22%ポ イン

トの格差を示 しているのに対 し,配 分非効率性による費用増加は最大(東 京電力の9.6%)と

最小(四 国電力の2.9%)で 約6.8%ポ イントの格差にとどまっており,全 体的な水準のみな

らず,事 業者間の効率性差異に関 しても,配 分非効率の影響は相対的に小さい。

5.ま と め

本稿では,わ が国9電 気事業者送 ・配電ネッ トワーク部門に関するパネルデータを用いて,

CES関 数を適用 した確率的費用フロンティアシステムを推定 し,技 術非効率性および配分非

効率性の計測に加え,そ れ らが要素需要 と費用全体に与える影響度合いの分析を行 った。そ

の結果,技 術非効率性 による費用増加は全社平均で約12%で あるのに対 し,配 分非効率性 に

よる費用増加は約5%で あり,技 術非効率性が費用に与える影響度が相対的に大 きいことが
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示された。各社間の効率性格差について も,技 術非効率性で大 きく出ており,す なわち技術

非効率性の格差が,総 費用効率性の事業者間格差 を説明する主要な要因である。

最後に,本 研究に残 された課題について触れたい。 まず,パ ネルデータの利用を前提にす

ると,技 術非効率および配分非効率の事業者別計測を行 うことに加え,そ の時間変化を捉え

ることも,原 理的には可能である。たとえばKumbhakarandLovell(2000)p.174は,配

分非効率パ ラメーターを適当な変数に依存す る関数 として定式化 し,そ の変数が時間 と共に

変化することを通 じて配分非効率も変動するようなモデルを示 している。技術非効率につい

ても同様な方法を取 ることができる。 しか しながら,変 数の選択が恣意的になる可能性があ

り,ま たいずれのモデル も尤度関数がかなり複雑 になるため,多 くの計算労力を要する。現

在の ところ,実 証分析例 は見当たらない。本研究は,非 効率の時間変化を捉 え得るモデルの

拡張に関 して改良の余地を残 してお り,現 在のところその点で限界を有 しているが,こ れ ら

については今後の課題である。 また,本 研究では,技 術非効率についても,生 産関数のノイ

ズについて も,不 均一分散の可能性 を考慮 しなかった。推定の際に,ア ウ トプッ トは対数変

換されるので,企 業規模の相違は見かけほど深刻ではないが,今 後検討 されるべき課題であ

ろう。 もちろん,こ のような拡張は,尤 度関数の複雑化 を伴 うため,実 際に推定を行 う際に

は,一 層の工夫が成 されねばならない。

今後わが国で も電気事業の 自由化がさらに進展する場合,ネ ッ トワーク部門は競争が導入

される発電部門 と異な り,依 然 として規制の下 に置かれ る可能性が高い。そのため,産 業全

体の費用効率化 をめ ざす 自由化の方向性 に関する議論に際 しては,生 産効率性の観点か ら

ネッ トワーク部門の検証が必要 とされるであろう。本研究がそれに対 してい くば くかの貢献

となることを期待する。

補論:資 本ス トックデータの作成方法

諾 顯 本 ス トッ ク デ ー タ の 作 成 はCowi"geta'・(1981)に 従 い 次 の とお り行 ・ た ・CS・-C・t-1+

可,彦=1981,…,1998。CS、 はt年 の調整 後資 本 ス トック,Mご はt年 の純 投資 額,P4はt年 の送 ・
配 電部 門の投 資 デ フ レー タで,代 理 変数 と して資本 財価 格指 数(日 本 銀行 「国 内総 合卸 売物価 指数 」)

を用 いて い る。基 準 年 の 資 本 ス トックCSigs。 は資 本 財価 格 指 数 の"triangularized"weighted

averageと して次の とお り計測 　 る・悔

(鵜 隅 ここで ノは1961年 か ら1980tEl1Lezおけ

る ノ番 目の 年(1～20)を 表 し,BKi98。 は1980年 にお け るネ ッ トワー ク部 門資本 設備 の帳簿 価額 で

あ る。

謝辞:本 稿 の作 成 に あた り,名 古屋大 学 の根本 二郎 先生 には丁寧 な ご指 導 を賜 りま した。 また,二

名の 匿名査 読者 の 先生 方か らは,本 稿 の質 を高 め るた めの 多 くの有益 な ご指 摘 な らびに ご助 言 を項

戴 しま した。 こ こに記 して厚 く御 礼 申 し上 げ ます。 もち ろん,本 稿 に残 され た全 ての誤謬 は著者 の
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貴任 で す。

注

1部 門別 の分 析 事例 が蓄積 され て こなか った理 由の1つ と して,わ が 国電 気事 業が垂 直統 合形 態

を とって い るこ とが 関係 してい る。 しか しな が ら,計 測 に必要 なほ とん どのデ ー タは,部 門 ご と

に分 離 して入手 す る ことがで きる。

2鳥 居 は一般 化最 小二 乗法(GeneralizedLeastSquareMethod:GLS)に よる推 定 を,服 部 は最

尤法(MaximumLikelihoodMethod:ML)に よる推 定 をそれ ぞ れ行 って い る。

3電 気事 業 以外 につ いて も,確 率 的 フ ロンテ ィア を用 いた技術 効率 性 の計 測 は,最 近 で は一 般 的

に行 われ る ようにな った。 これ は,効 率性 に関 す る問題意 識 の高 ま りとと もに,使 い勝 手 の よい

専 用の計 算 ソフ トウ ェアパ ッケー ジが い くつか 開発 され た こ とに も起 因 してい る と思 われ る。 し

か しなが ら,配 分 非効 率性 まで計測 した事例 は きわ めて少 ない。

4確 率 的 フ ロンテ ィアモ デル に よ る生産 効 率性 の理論 お よび実 証分析 の詳細 につ い ては,Greene

(1993),KumbhakarandLove11(2000),植 草 ・鳥居(1985)お よび鳥 居(2001)を 参 照 され た

い0

5た だ し,selfdualな 関 数で あ って も,生 産 物 が複 数 にな る と生 産 関数 に代 え て費用 関数 を推定

せ ざるを得 な いため,再 度Greene問 題 に直面 す る。

6確 率 的 フ ロンテ ィアモデ ル では な いが,こ の ように して非最 小化 費用 関数 を推 定 し,配 分 非効

率性 を計 測 す る方法 は,AtkinsonandHalvorsen(1984)な ど多 くの研 究 で行わ れて い る。

7本 稿 で は,Uiで 捉 え られ る技 術非 効率 性 も,d,で 捉 え られ る配分非 効 率性 も,事 業者 固有 の個

体 効果 で あ り時 間的 に不 変 と して い る(た だ し厳 密 には,技 術 非効率 は時 間変 化 を有 す る変 数の

条件 付期 待値 で あ る)。

8こ れ に対 しSchmidtandLovell(1980)で は,ク ロスセ ク シ ョンデー タ を用 いた場合 で はあ る

が,事 業 者 間で技術 非効 率性 と配分 非効 率性 に相 関が あ る場 合 のモ デル を提 案 してい る。本稿 で

は その ような可能性 は考 慮 してい ない。

9す なわ ち,コ プ ・ダグ ラス関 数 を用 い る場 合,集 約 対数 尤度 関数(13)の 最 終項 は定数 とな るた

め,実 質 的 に尤度 の最大 化 に は関係 な くな るが,CES関 数 の場合 に は,本 稿 の 式(14)で 示 され る

とお り係 数 ρが含 まれ る形 に な るため,尤 度最 大 化計算 に とって必要 な項 とな る。

10第 一段 階 にお いて λ と θを固定 して もな お,集 約 対 数尤度 関数 の最大 化 は初期 値 に依存 す る可

能性 が あ る。 そ こで,ク ロスチ ェックの ため,第 一 段 階の 尤度最大 化 にお いて は,以 下 の3通 り

の初期 値 を用 い てい る。i)非 線 形最 小二 乗法 に よる生産 関 数の推 定値,ii)最 小二 乗法 を二 回

用 い るこ とに よる生 産関 数 の推 定値(一 階条件 式 か ら ρを推定 し,そ れ を生 産 関数 に代入 して残

りの パ ラメ ータ ー を推定 す る)。iii)隣 接 す る格 子点 におけ る最 尤推 定値(最 初の 格子 点 を除 く)。
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